
1

岡崎市子ども・子育て支援に関する実態調査（速報）の概要

■調査目的

令和５年４月１日に制定されたこども基本法では、こども大綱を勘案して、市町村におけるこども施策につ

いての計画（以下「市町村こども計画」）を定めるよう努力義務化された。

岡崎市では、「市町村こども計画」に位置付けられた「（仮称）岡崎市こども計画」策定に向けて、保護者・子

ども及び若者の意見を把握して計画に反映させるため、実態調査を実施した。

■調査対象

市内在住の小学校入学前の子どもの保護者 ......1,462 人

市内在住の小学生の子どもの保護者 ..............950 人

市内勤務の園職員 ..............................746 人

市内所在の事業所 ..........................165 事業所

■抽出方法

令和５年４月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出

■調査方法

郵送配布し、郵送又はインターネットにより回収

■調査期間

令和５年 11 月１日（水）～11月 20 日（月）

■回収状況（令和５年 11月 28 日時点）

対象 配布数
回収数

回収率
郵送 インターネット 合計

小学校入学前の子どもの

保護者
3,000 件 489 件 973 件 1,462 件 48.7％

小学校の子どもの保護者 2,000 件 321 件 629 件 950 件 47.5％

園職員 1,048 件 41 件 705 件 746 件 71.2％

事業所 500 件 76 件 89 件 165 件 33.0％

調査の目的・対象・方法・期間・回収状況等

１ 調査の概要 ２－１ 小学校入学前の子どもの保護者調査

（１）基本属性

（２）保護者の就労状況等

居住地域（問１）

●居住地域は本庁と岡崎、居住年数は 20 年以上が多い。

●子どもの生年月は０歳が約３割、子どもの数は２人が約５割を占めている。

●母親は、フルタイムやパート・アルバイトで働いている割合が増加している。

●世帯年収は 500 万円以上が７割台半ばとなっている。

居住年数（問２）

生年月（問３） 子どもの数（問４）

就労状況（令和５年度…問 13 平成 30 年度…問 10） 世帯年収（問７）

2.5 2.9

16.6 23.9 13.8 40.1 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,462）

１年未満 １～２年未満 ２～５年未満 ５～10年未満

10～20年未満 20年以上 無回答

92.9

93.2

1.1

0.2

0.7

0.3

0.0

0.0

0.5

0.8

0.0

0.0

4.8

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイトなどで働いている

パート・アルバイトなどで働いているが、産休・育休・介護休業中である

以前は働いていたが、現在は働いていない

これまで働いたことがない

無回答

令和５年度

（N=1,462）

平成30年度

（N=3,324）

26.8

19.9

9.0

7.8

33.7

31.6

2.4

1.5

26.4

36.9

0.8

1.4

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=1,462）

平成30年度

（N=3,324）

母親

父親

18.3 14.7 12.0 9.0 13.1 12.8 13.7 5.7 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,462）

本庁 岡崎 大平 東部 岩津 矢作 六ッ美 額田 無回答

27.1 17.4 13.6 14.8 12.7 12.7

1.6

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,462）

０歳（2022.4-） １歳（2021.4-2022.3）

２歳（2020.4-2021.3） ３歳（2019.4-2020.3）

４歳（2018.4-2019.3） ５歳（2017.4-2018.3）

その他（上記以外の生年月を回答） 無回答

33.0 47.7 16.1

2.4 0.6

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,462）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

200万円未満

2.9% 200～300万円未満

3.8%

300～400万円未満

5.1%

400～500万円未満

13.8%

500～700万円未満

33.7%

700～1,000万円

30.4%

1,000万円以上

9.8%

無回答

0.5%

（N=1,462）

資料３
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２－１ 小学校入学前の子どもの保護者調査

（３）-１ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 （４）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度

（５）分野別の満足度・市に期待すること

●定期的な教育・保育事業の利用状況は前回調査からの分布に大きな違いはみられず、「認可保育所（県や市の許可

を受けたもの）」が最も多く、次いで「幼稚園（通常の就園時間の利用）」となっている。

（３）-２ 定期的に利用したいと考える事業

令和５年度（問 16-1）

●定期的に利用したいと考える事業も概ね前回調査から分布に大きな違いはないが、「認可保育所（県や市の許可を

受けたもの）」と「幼稚園（通常の就園時間の利用）」の割合が逆転している。

令和５年度（問 17） 平成 30 年度（問 14）

●育児休業を取得していない理由として、母親は子育てや家事に専念するために退職した割合が減少した。

●父親は育児休業を取りづらい雰囲気の割合が減少するなど、職場環境の改善がうかがえる。

育児休業を取得していない理由 令和５年度（問 27-1）

※下グラフの塗りつぶしが母親、斜線が父親

●各種サービスに対する満足度は比較的高く、子どもを育てる環境に対する満足度はやや低い。

●市に期待することとして、経済的な援助や医療体制・遊び場の整備の割合が多い。

分野別の満足度（問 31）

34.7

6.9

50.0

6.7

3.1

4.0

0.7

2.8

0.1

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長

して預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（県や市の認可を受けたもの）

認定こども園（幼稚園と保育施設の機能を

併せ持つ施設）

事業所内保育施設

（企業が主に従業員用に運営する施設）

認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事業）

その他

無回答

（N=1,070）

39.6

3.8

49.3

4.8

1.7

2.2

0.3

2.0

0.5

0% 50% 100%

幼稚園

幼稚園の預り保育

認可保育所

認定こども園

事業所内保育施設

認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

（N=2,102）

平成 30 年度（問 13-1）

47.1

28.5

53.6

25.6

8.8

3.1

7.5

3.6

6.0

8.2

1.8

1.3

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長

して預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（県や市の認可を受けたもの）

認定こども園

（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

小規模保育施設（市町村の認可を受けた定員が

概ね６～19人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭などで５人以下の

子どもを保育する事業）

事業所内保育施設

（企業が主に従業員用に運営する施設）

認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッターのような

保育者が子どもの家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事業）

その他

無回答

（N=1,462）

53.8

28.3

49.3

28.2

6.7

3.2

9.1

1.8

3.3

6.6

1.1

2.8

0% 50% 100%

幼稚園

幼稚園の預り保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

（N=3,324）

5.8

3.5

1.2

3.5

0.0

1.7

2.3

1.7

2.9

34.1

11.6

5.8

1.2

3.5

17.3

4.0

24.0

18.6

0.0

0.9

2.1

13.9

0.4

11.1

15.1

0.1

5.5

0.3

2.1

0.0

5.6

0.3

0% 50% 100%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母などの親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

（母親…N=173 父親…N=1,145）

育児休業を取得していない理由 平成 30 年度（問 24）

※下グラフの塗りつぶしが母親、斜線が父親

7.8

5.8

2.6

9.2

0.2

2.8

1.6

0.2

7.4

46.4

12.7

3.8

1.6

0.8

17.9

6.6

32.6

35.2

0.0

6.2

8.7

25.4

1.1

22.8

36.2

0.1

7.0

0.2

1.8

0.0

7.1

5.9

0% 50% 100%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母などの親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

（母親…N=498 父親…N=3,007）

市の施策への期待（問 32）

9.0

12.0

11.1

7.3

10.3

3.5

4.9

5.3

25.2

27.0

25.0

20.5

20.9

10.5

17.4

23.5

42.8

47.5

42.7

56.8

26.7

50.7

51.6

46.2

12.8

8.3

13.5

9.6

23.7

21.6

17.9

16.5

7.3

2.3

5.1

2.9

15.6

10.8

5.5

5.7

2.9

2.8

2.7

2.9

2.7

2.9

2.8

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=1,462）

満足 まあ満足 普通 やや不満 不満 無回答

①各種保育サービス

②妊娠・出産・育児期の健康診断

③身近で安心な小児医療サービス

④子育て相談窓口や子育て支援情報

の提供

⑤公園など、身近な子どもの遊び場

⑥企業・事業所などの子育て支援

⑦犯罪などが少ない、

安心できる地域環境

⑧総合的にみた子育てのしやすさ

15.7

56.6

27.7

45.2

18.7

16.8

7.3

3.6

10.6

29.9

73.7

12.5

56.9

6.8

13.5

6.9

20.7

0.3

2.6

0.8

0% 50% 100%

妊産婦や乳幼児の健康診査、保健指導などの

母子保健体制の整備

夜間や休日における小児科や医療体制の整備

夜間保育、一時保育などの子どもを預けられる

保育サービスの充実

保育士の処遇改善による幼児教育・保育の質の向上

幼児期から英語やプログラミングなど特別な教育を提供する環境

（保育料とは別に費用負担あり）

子育てに関する相談・情報・手続きなどの窓口の一本化

メールやSNSを使った相談体制の充実

地域における子育てサークルなどの自主活動への支援

家事や育児への男女共同参加意識の啓発

育児休暇制度の普及や労働時間短縮など、

企業における子育て支援の充実

子育てにかかる経済的な負担の援助

子どもの成長や家族人数に見合った住環境の整備

全天候型の遊び場の整備など子どもの遊び場の充実

乳幼児連れでも講演会やイベントに参加しやすいように

会場の保育機能の整備

ベビーベッドの設置やベビーカーを押して歩きやすい歩道など、

施設や道路の整備

児童虐待を防止するための体制の整備

いじめや非行防止など、子どもが健全に育つための対策の充実

特にない

その他

無回答

（N=1,462）



3

２－２ 小学生の子どもの保護者調査

（１）基本属性

（４）分野別の満足度・市に期待すること（２）保護者の就労状況等

居住地域（問１） 居住年数（問２）

生年月（問３） 子どもの数（問４）

●居住地域は本庁と岡崎、居住年数は 20 年以上が多い。

●子どもの生年月は、ほぼ一様な分布であり、子どもの数は２人が５割台半ばを占めている。

●母親はフルタイムやパート・アルバイトで働いている割合がやや増加している。

●世帯年収は 500 万円以上が７割台半ばとなっている。

就労状況（令和５年度…問 13 平成 30 年度…問９）

現在の過ごし方（問 22）

（３）放課後の過ごし方

●放課後の過ごし方は自宅が最も多く、習い事が続いている。

●希望の過ごし方は、低学年・高学年ともに現在の過ごし方と同様だが、高学年は部活動の割合が増加する。

●各種サービスに対する満足度は比較的高く、子どもを育てる環境に対する満足度はやや低い。

●市に期待することとして、経済的な援助や医療体制・遊び場の整備の割合が多い。

世帯年収（問７）

200万円未満

4.2% 200～300万円未満

3.5%

300～400万円未満

5.2%

400～500万円未満

10.4%

500～700万円未満

28.7%700～1,000万円

31.4%

1,000万円以上

15.4%

無回答

1.3%

（N=950）

91.1

88.9

0.0

0.2

0.6

0.6

0.2

0.0

0.6

0.7

0.0

0.0

7.5

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで働いている

フルタイムで働いているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイトなどで働いている

パート・アルバイトなどで働いているが、産休・育休・介護休業中である

以前は働いていたが、現在は働いていない

これまで働いたことがない

無回答

令和５年度

（N=950）

平成30年度

（N=1,890）

28.6

27.0

0.2

0.4

54.2

52.8

0.1

0.2

14.6

16.3

0.8

1.4

1.4

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

（N=950）

平成30年度

（N=1,890）

母親

父親

79.3

14.0

50.4

18.5

14.8

9.7

0.1

20.1

2.6

0% 50% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

部活動

放課後児童クラブ（学童保育）

学区こどもの家

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

（N=950）

37.1

9.1

26.1

1.5

13.7

9.4

0.3

12.3

47.5

0% 50% 100%

（N=950）

69.9

13.6

46.1

38.3

9.7

11.8

0.4

19.1

10.2

0% 50% 100%

（N=950）

希望の過ごし方（低学年 問 22） 希望の過ごし方（高学年 問 22）

分野別の満足度（問 27） 市の施策への期待（問 28）

10.5

56.9

17.8

27.7

13.6

20.0

7.7

4.1

12.5

23.5

71.2

17.6

53.4

1.6

4.9

10.9

35.8

2.2

5.1

0.1

0% 50% 100%

妊産婦や乳幼児の健康診査、保健指導などの

母子保健体制の整備

夜間や休日における小児科や医療体制の整備

夜間保育、一時保育などの子どもを預けられる

保育サービスの充実

保育士の処遇改善による幼児教育・保育の質の向上

幼児期から英語やプログラミングなど特別な教育を提供する環境

（保育料とは別に費用負担あり）

子育てに関する相談・情報・手続きなどの窓口の一本化

メールやSNSを使った相談体制の充実

地域における子育てサークルなどの自主活動への支援

家事や育児への男女共同参加意識の啓発

育児休暇制度の普及や労働時間短縮など、

企業における子育て支援の充実

子育てにかかる経済的な負担の援助

子どもの成長や家族人数に見合った住環境の整備

全天候型の遊び場の整備など子どもの遊び場の充実

乳幼児連れでも講演会やイベントに参加しやすいように

会場の保育機能の整備

ベビーベッドの設置やベビーカーを押して歩きやすい歩道など、

施設や道路の整備

児童虐待を防止するための体制の整備

いじめや非行防止など、子どもが健全に育つための対策の充実

特にない

その他

無回答

（N=950）

17.7 16.6 15.8 17.7 13.7 16.5

1.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=950）

６歳（2016.4-2017.3） ７歳（2015.4-2016.3）

８歳（2014.4-2015.3） ９歳（2013.4-2014.3）

10歳（2012.4-2013.3） 11歳（2011.4-2012.3）

その他（上記以外の生年月を回答） 無回答

24.8 53.8 18.1

2.2 0.7

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=950）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

16.5 14.0 12.4 10.5 13.5 12.0 12.4 7.9 0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=950）

本庁 岡崎 大平 東部 岩津 矢作 六ッ美 額田 無回答

0.4 0.6

2.7 9.2 36.9 49.2 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=950）

１年未満 １～２年未満 ２～５年未満 ５～10年未満

10～20年未満 20年以上 無回答

4.2

14.1

9.5

3.9

5.5

2.6

2.9

3.6

18.2

29.1

26.2

13.9

17.9

8.2

15.5

20.9

60.9

50.8

48.3

64.3

34.3

61.2

53.7

52.0

11.8

4.4

12.4

13.2

24.2

18.2

20.9

17.3

4.3

1.4

3.3

4.0

18.0

9.1

6.7

6.0

0.5

0.2

0.3

0.7

0.1

0.7

0.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=950）

満足 まあ満足 普通 やや不満 不満 無回答

①各種教育サービス

②学校などでの健康診断

③身近で安心な小児医療サービス

④子育て相談窓口や子育て支援情報

の提供

⑤公園など、身近な子どもの遊び場

⑥企業・事業所などの子育て支援

⑦犯罪などが少ない、

安心できる地域環境

⑧総合的にみた子育てのしやすさ

資料３
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２－３ 園職員

（１）基本属性 （１）基本属性

（２）職場の環境

２－４ 事業所

勤務地（問１） 保育経験年数（問２）

年代（問３） 資格の保有（問４）

仕事の満足度（問７）

（３）保護者の状況、ワーク・ライフ・バランス

●勤務地は公立の保育園が約５割、経験年数は 10 年未満が５割台半ば、年代は 20 代が４割台半ばを占めている。

●保有資格は、９割超の回答者が幼稚園教諭免許と保育士資格の両方を保有している。

●職場で取り組めそうな仕事と子育ての両立支援とし

て、「妊娠中や育児期間中の勤務軽減」が突出して

多い。

保護者から寄せられる要望（問 18）

ワーク・ライフ・バランス（問 20）

●ワーク・ライフ・バランスの実施状況は、年次有給

休暇の取得促進が突出して多い。

●業種は製造業が最も多く、卸売・小売業が続いている。

●従業真数は従業員数 100 人以下が５割程度を占めている。

業種（問２）

キャリアブランク人材の雇用（問７）

（２）退職・離職・再雇用の状況、職場の環境

●雇用については、キャリアブランクの有無にかかわらず採用を検討している様子がうかがえる。

●短時間勤務制度等の利用は、男女ともに取得できていない割合が比較的多い。

短時間勤務制度等の利用状況（問 10）

（３）職場で取り組めそうな仕事と子育ての両立支援 （４）ワーク・ライフ・バランスの推進

仕事と子育ての両立支援（問 13 N＝165）

選択肢 ％

妊娠中や育児期間中の勤務軽減 33.3

産前産後の休暇が十分に取れる制度 7.3

育児休業期間にある程度の給与保護がされる制度 1.8

育児休業期間が1年を超えて取れる制度 9.7

子どもが病気やけがの時などに安心して看護のための休暇が取れる制度 11.5

男性も育児休業制度が利用できるなど、子育てに男性も参加できる

環境づくり
8.5

女性の再雇用制度 6.7

テレワークなどの在宅勤務制度 4.2

勤務地の限定など、従業員が将来のライフプランを見通しやすい制度 1.2

DX・ICTの導入を積極的に推進するなど、早帰りを励行する環境づくり 1.2

ノー残業デーの設置 9.7

子育てと仕事を両立している先輩社員などと交流できる機会の提供 3.6

その他 1.2

無回答 0.0

従業員の働き方見直し（問 19）

●職場環境に対する満足度は比較的高く、就労条件に関

する満足度はやや低い。

●保護者からは発達理解に関する要望が最も多い。

●ワーク・ライフ・バランスは約７割がとれている。

48.7 27.2 18.1 5.9 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

公立の保育園 私立の保育園 私立の幼稚園 認定こども園 無回答

12.1 21.6 20.5 26.1 19.6 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

１～２年未満 ２～５年未満 ５～10年未満 10～20年未満 20年以上 無回答

44.5 20.8 17.4 14.1

2.7

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

20代 30代 40代 50代 60代 無回答

2.1

7.5

5.0

6.8

17.2

11.8

16.5

4.6

10.5

8.3

14.7

31.5

29.4

23.9

24.1

37.1

35.1

70.6

39.5

48.0

50.0

34.2

29.9

30.4

5.9

7.6

8.2

6.6

34.9

14.9

21.0

1.6

3.9

2.5

2.9

0.1

0.1

0.1

0.3

0.3

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

満足 まあ満足 普通 やや不満 不満 無回答

1.賃金

2.労働時間・休みなどの勤務条件

3.職員の配置状況

4.研修や教育訓練・能力開発のあり方

5.職場の人間関係・

コミュニケーション

6.職場生活全体

7.育児や介護などに対する職場の

理解や協力体制

21.8

41.7

9.9

5.2

36.9

7.4

3.6

4.7

4.8

46.4

1.3

19.4

0.4

0% 50% 100%

職員の対応に関すること

子どものケガや病気に関すること

おやつや給食に関すること

保健・衛生面に関すること

園などの行事に関すること

教育・保育時間に関すること

園などの施設や設備に関すること

通常保育以外の保育サービスに関すること

教育・保育内容の理解に関すること

子どもの発達理解に関すること

その他

わからない

無回答

（N=746）

13.3 54.7 24.7 7.2 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

とれている まあまあとれている あまりとれていない とれていない 無回答

9.1
25.5

1.2
0.6

7.9
13.9

3.0
1.2
3.6

13.3
3.0
1.8

13.3
4.8
1.8

0% 50% 100%

建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

運輸業
卸売・小売業
金融・保険業

不動産業
飲食店・宿泊業

医療・福祉（社会福祉法人を含む）
教育・学習支援業（フィットネスクラブ、教養講座を含む）
複合サービス業（郵便局や、農協などの協同組合を含む）

サービス業
その他
無回答

（N=165）

従業員数（問３）

41.2

70.3

7.9

13.9

23.6

44.8

1.2

1.8

1.8

0% 50% 100%

キャリアブランクのある人でも積極的に採用している

キャリアブランクは関係なく、本人の能力に応じた採用を行っている

近年、キャリアブランクのある人の採用は行っていない

ＯＪＴや研修等を行い、早く職場になじめるよう支援している

就労前の面談や業務に関する情報提供を行っている

短時間勤務制度やフレックスタイム制度を導入し、

働きやすい体制づくりをしている

その他

特にない

無回答

（N=165）

27.9

53.3

93.3

49.7

23.6

10.9

10.3

2.4

23.0

14.5

4.2

15.2

10.3

20.6

23.0

8.5

47.3

30.9

1.8

34.5

65.5

67.3

65.5

1.8

1.2

0.6

0.6

0.6

1.2

1.2

89.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
（N=165）

現在実施中 今後実施を検討 未実施で未検討 無回答

1.ノー残業デーやノー残業ウィークの

導入・拡充

2.フレックスタイム制や

変形労働時間制の活用

3.年次有給休暇の取得促進

4.短時間労働勤務や隔日勤務の導入

5.在宅勤務制度の導入

6.職場優先の意識を是正するための

取り組み

8.その他

7.ワーク・ライフ・バランス研修制度

92.4

2.0 4.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=746）

両方保有している 幼稚園教諭のみ保有している 保育士資格のみ保有している 無回答

1.2

22.4 27.3 18.2 15.2 12.7 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=165）

20人以下 21～50人以下 51～100人以下 101～300人以下

301～1,000人以下 1,001人以上 無回答

3.6

8.5

12.1

52.1

36.4

22.4

34.5

47.9

53.9

7.3

4.8

8.5

2.4

2.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女ともによく利用している 女性は利用しているが、男性は利用していない

男女ともほとんど利用していない その他

無回答

短時間勤務制度

子の看護休暇

育児目的休暇制度

（N=165）


